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千円

千円

千円

22,717

費用合計

1.00

人件費

従事者数

人件費

従事者数

1.00

費
用

0

直接経費

00

0.000.00

一部又は全部委託

実施・運営
方法

災害現場では、教育・訓練を通した経験の積重ねが事故を防ぐ手段として最も有効であ
るため、消防署と合同で実施する訓練等への参加率を向上させ、全ての消防団員の技
術向上を図る。年間６回開催の消防団幹部会、厚生事業、年末夜警、各種協議会等の
事務を行う。
消防団単独訓練：消防機械器具取扱訓練(毎月2回)
合同訓練：消防団訓練会、実践操法訓練、水防訓練、防災訓練、消防操法大会等

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

消防団員に対する教育・訓練を継続し、災害時における公務災害防止を図っていく。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

総合計画
分野別計

画

予算区分 1 2

市民生活

市が直接実施・運営

根拠法令・個別計画

消防・救急

9

名称：

消防組織法

2 1

会計区分 法定受託系

平成１２年度以前 平成３０年度以降～事業期間

事業番号

消防団活動事業

308

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

消防本部

事
　
　
業
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概
　
　
要

受益者負担 内容

事務事業名

0

一般財源

0
財
源

25,862

600

コ
　
　
ス
　
　
ト

26,462

26,210

96.2

25,725

その他財源

21,665

Ｈ23予算額Ｈ21決算額

1.00

27,030

0

1,305

担当係

事業類型

消防団との連携を強化する

一般会計

地域住民組織

5,3655,365 5,365

Ｈ22決算額

21,097

1,872

28,082

0.00

対前年比

総務課

消防係

担当部

担当課

正職員

その他職員

国・県支出金



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

B 市が実施(改善が必要)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響
団員の技術が低下し、災害時等の公務災害防止対策が不十分となる。

判定理由

市が実施(改善が必要)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 B

年間６回実施している消防団幹部会議で消防団長、両副団長及び各分団長に、訓練の
重要性を認識してもらい、各訓練への参加率の向上を図る。また、小規模な訓練を実施
していくことにより、各団員のレベルを向上させていく。

平成２２年度中の公務災害は無く、事故防止対策は達成されたが、訓練参加率の向上
に向けた改善が必要であるため。

訓練参加率

事業目的の
達成状況

訓練参加率は、目標に達しなかったが、平成２２年度中の公務災害は無く、事故防止対
策は達成された。
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